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Ｉ．
は じ め に

１９９５ 年９月 に 開催され た第８回 日本社会 関連会計 学会全国 大会にお いて・ 外国 企業に対す

る 実 態 調 査 に 基 づ く 付 加 価 値 情 報 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 現 状 分 析 に つ い て、 ア ニ ュ ア ル リ ポ ー

ト の 分 析 を 中 心 に 報 告 し れ そ し て、 そ こ で は、 ま ず、 付 加 価 値 情 報 を デ ィ ス ク ロ ー．
ジ ャ ー す

る 企 業 数 は 減 少 傾 向 に あ る こ と・ と く に・ 付 加 価 値 情 報 の デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー に 関 し て リ ー ド
ー

し て き た イ ギ リ ス、
ド イ ツ の 減 少 傾 向 が 顕 著 で あ る こ と・ 第 二 に・ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー さ れ る

付加価値情報の形態とそ の内容にっ いて、 多様な取り扱い が見 られる現状を指摘した。 そして、

イ ギリスや ドイツを中心と して減少傾向にあるのはいかなる理由に よる ものなのかを究明する

必 要 が あ る こ と、 さ ら に、 実 務 に お い て 多 様 な 取 り 扱 い が 行 わ れ て い る と い う 現 状 の 背 景 に は、

付加価値会計理論の基盤整備 が不十分であることが考え られ、 付加 価値 概念をはじめ、 ディス

ク ロ ー ジ ャ ー 形 態 に 関 し て も、 さ ら に 検 討 し な け れ ば な ら な い と い う 課 題 に 直 面 し て い る こ と

を 提 起 し た （な お、 こ の 報 告 内 容 に つ い て は、 ［大 原、 １９９６ 年］ で 報 告 済 み で あ る）。

と こ ろ で、 上 記 の 調 査 に お い て は、 ア ン ケ ー ト 用 紙 に よ る 調 査 を あ わ せ て 行 っ て い る。 そ れ

らの調査項目について は・ 学会報告 時に十分に言及することができなかっ れ 本 稿は・ 学会報

告 で は 触 れ る こ と の で き な か っ た、 回 収 し た ア ン ケ ー ト の 内 容 に っ い て ま と め た も の で あ る。

■
．
ア ン ケ ー トの 概 宴

ア ン ケ ー ト の ひ な 型 に つ い て は、 別 稿 ［大 原、 １９９６ 年、 ２０１ ～ ２０２ 頁］ で 明 ら か に し て い る

の で こ こ で は 割 愛 す る が、 そ の 内 容 は、 次 の 諸 点 を 明 ら か に す る こ と を 目 的 と し て い る。

① 現 在の付加価値情報ディスクロー ジャーの 実施 傾向

② 付 加 価 値 情 報 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 理 由

③ 付加価 値情 報ディ スクロージャーの中止理 由



２６ 社 会 関 連 会 計 研 究 第 ８ 号

④ アニュア ルリポートにおける付加価値情報の 位置付け

⑤ 付加価値情報 の経営管理目的での利用の実施 傾向

第１ 点目 は、 国別の実 施状況 をま とめるこ とを通 して、 時
系列 的な 傾向を 把握する 目的を

持 っ て 行 っ た 調 査 項 目 で あ る。 こ う い っ た 国 別 の 調
査 に 関 し て は、 す で に ト ン キ ン お よ び ラ

フ ァ テ ィ ＝ ケ ア ン ズ が 行 っ た 調 査 分 析 が あ り （詳 細 は ［大 原、
１９９５ 年 ａ］ 参 照）、 こ れ と の 比

較 を 行 う こ と に よ っ て、 時 系 列 的 な 特 徴 が 見 ら れ る の で は
な い か と い う 着 想 に 基 づ い て い る。

第 ２ 点 目 は、 ブ ラ ン ス を 除 き、 会 計 法 規 の 中 で 付 加 価 値 情 報 デ ィ ス ク ロ
ー ジ ャ ー が 要 請 さ れ

て い な い 現 状 に あ り な が ら、 い か な る 理 由 に よ っ て 付 加 価 値 情 報 を デ ィ ス ク ロ
ー ジ ャ ー す る よ

うになったのかを 明らかにしようとするものである。 付加価値会計の企業会計への導入の必要

性 に 関 し て は、 す で に 多 く の 論 者 に よ っ て 指 摘 さ れ て い る が、 こ こ で は、
実 務 に お け る 付 加 価

値 情 報 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 導 入 理 由 に 関 す る 意 識 を 明 ら か に し よ う と し た。

第３ 点 目 は、 第１ 点 目と も関 達す る もの であ る
が
、
かつ て付 加価 値情 報を ディ ス クロ ー

ジ ャ ー し て い な が ら 現 在 で は デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー を 中 止 し て し ま っ た 企 業 は あ る か、 そ し て あ

る と す る な ら ば、 な ぜ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー を 中 止 し て し ま っ
た の か、 そ の 原 因 を 明 ら か に す る

ために行っ た意 識調査項目である。

第 ４ 点 目 は、 現 在、 付 加 価 値 情 報 を デ ィ ス ク ロ ー
ジ ャ ー し て い る 企 業 に あ っ て は、 付 加 価 値

情 報 が ど の よ う な 位 置 付 け で デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー さ れ て い る の か を ま と め よ う と し た も の で あ

る。

第 ５ 点 目 は、 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 側 面 で は
な く、 経 営 内 部 で

付 加 価 値 情 報 が 利 用 さ れ て い

る か ど う か、 そ し て 利 用 さ れ て い る と す れ ば、 い
か な る 目 的 を 持 っ て 利 用 さ れ て い る か を 明 ら

か に す る た め に 行 っ た も の で あ る
１）
。

なお、 第２点 目から第４点目は、 回答
企業 （より具体 的には回答者） の意識を調査 したもの

で あ り、 回 答 者 の 主 観 に 負 う
と こ ろ が 多 い と い っ た 限 定 を 持 っ て い る。

皿． 回 答
内 容 の 吟 味

１． 付 加 価 値 情 報 デ ィ ス
ク ロ ー ジ ャ ー の 実 施 傾 向

付 加 価 値 情 報 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 実 施 傾 向 に つ い て は、 す で に 報 告 し て い る
と お り で あ る

が、 改
め て 現 況 を 紹 介 し た い。

今 回 の 調 査 で は、
合 計 ４Ｉ カ 国 （地 域） １，３０６ 社 を 対 象 に 調 査 を 実 施 し、 う ち ４２３ 社 （回 収 率

３２．４％） か ら 回 答 を 得 た。 そ し て、 そ の う ち、 ４１ 社 （回 答 数 の ９．７％） が 付 加 価 値 情 報
を デ ィ

ス ク ロ ー ジ ャ ー し て い る と 回 答 し た。

と こ ろ で 実 施 企 業 の 国 別 の 内 訳 は 表 １ の と お り で あ る。 こ れ ら の 中 で、 ラ フ ァ テ ィ
＝ ケ ア ン

ズ （１９７９ 年） お よ び ト ン キ ン （１９８７ 年） の 調 査 に お い て は 調 査 対 象 と は な ら ず、 今 回 新 た に
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表 １ 国 別 の 実 施 状 況一 一 ■

実 施 国 企 業 数 （社）

ア イ ル ラ ン ド ３

イ ギ リ ス ５

イ タ リ ア １

オ ー ス ト ラ リ ア ２

オ ー ス ト リ ア １

オ ラ ン ダ ５

シ ン ガ ポ ー ル １

ス イ ス ２

ド イ ツ ８

ノ ル ウ ェ ー １

フ ラ ン ス ７

ベ ルギ ー ４

南 ア フ リ カ １

計 ４１

調 査 対 象 と し た 国 で 実 施 が 確 認 さ れ た の は、 ア イ ル ラ ン ド と オ ー ス ト リ ア で あ る。 一 方、 調 査

対 象 企 業 数 の 差 こ そ あ れ、 イ
ギ リ ス で は、

１９７９ 年 ６０．Ｏ％、 １９８７ 年 ３３．３％ の 実 施 率 で あ っ た も

の が、 今 回 は ６．８％ に 減 少、 ド イ ツ に お い て も、 同 ５
３．３％、 ４

０
．Ｏ％ で あ っ た の が、 今 回 は

２８．６％ に 減 少 し て お り、 こ れ が 際 立 っ た 特 徴 と し て 指 摘 で き る。

さ て、 付加 価値会計が企業に導入される要 因に は、 直接的な要因としてその国で付加価値税

が 実 施 さ れ て い る か ど う か に よ る と い う 主 張 が あ る ［中 原、 １９８９ 年、 ７５ 頁コ。 １９９１ 年 ７ 月 現

在、 付加価値税を導入 している国は５７カ国あ るが ［知念、 １９９４ 年］、 今回の調査で付加価値

情報を ディスクロ ージャーしていると回答 した企業 が活動 する国において、 付加価値税を導入

し て い な い の は オ ー ス ト ラ リ ア の み で あ り、 そ の 他 の 国 に お い て は す
べ て 付 加 価 値 税 を 導 人 し

て い る２）
。

２． 付 加 価 値 備 報 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 理 由

付 加 価 値 情 報 を デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー す る 必 要 性 は い か な る こ と に 起 因 し て い る の で あ ろ う か。

これにっいて は、 叙述形式 で回答
を求めたため、 いくつ

かの観点の異な った回答が寄せられた

が・ そ れ ら
を ま と め て み る と お お む ね 次 の ５ つ の 見 解 に 分 類 す る こ と が で き る。

① 社 会経 済的変化に関連した見解

・１９８４ 年 の 会 計 規 定 の 変 更 （フ ラ ン ス）

② 組織構造の変化 に関連した見解
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・ 親 会 社 の 方 針 に し た が っ て （ド イ ツ）

・民 営化さ れ、 企業 が付加 価値情報 も主 要な公 表財務諸 表と して利用 したた め （イ ギリ

ス）

・新 しい組織構 造や経営陣が、
主だった活動の 内訳 をさ らに説明することを求めているた

め （ベ ルギー）

③ 利害関係者に関連 した見解

・株主情報 として追加的に利用するため （アイ ルラ ン ド）

・政府や従 業員 および株主の取り分を指 し示す ため （アイ ルラン ド）

・ どれだけ多く の付 加価値が政府と従業員に分配さ れたのかを示すため （アイ ルラ ンド）

・企業が、 その 資源をどれだけ分配しているかを株 主と利害関係者に伝える
ため （オース

ト ラ リ ア）

・株主に追加情 報を提供するため （オラ ンダ）

・ 株 主 に 対 す る 有 用 な 情 報 で あ る た め （フ ラ ン ス）

④ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 質 に 関 連 し た 見 解

・ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 質 を 高 め る た め （オ ー ス ト リ ア）

・企業の業績につい て、 より 見識の高い情報を提供する ため （オランダ）

・企業活動の経済 的イ ンパク トを表示するため （オラ ンダ）

・ＩＲ を 改 善 す る た め （ドイ ッ）

・景気後退局面 で、 たとえば利益が減少 している場 合でさえ、 企業の業績を示すため （ド

イ ツ）

・法的に要請さ れて いなく ても、 公表すべき財務 データの水準 が増加 したため （ドイ ッ）

・ 生 産 性 に つ い て の 情 報 を デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー す る た め （ド イ ッ）

・ ア ニ ュ ア ル リ ポ ー ト の 最 良 の 情 報 で あ る た め （フ ラ ン ス）

・ グルー プの富に対 して 重要 と思われる情報を提供するため （ペ ルギー）

⑤ 社会 との関係に関連した見解

・社会に、 企業の重要性 （たとえば雇用や税金に対する拠出額） を知 らしめるため （オラ

ン ダ）

・企業活動の 「社会 的」 責任を反映する努力についての必要な総 合的情報 であると確信 し

て い る た め （ド ィ ッ）

これらの見解の中で、 利害 関係 者に関連した見解とディスクロー
ジャー の質 に関する見解を

示した企業が多い。 とくに、 付加 価値 情報の主な受け手と して株主を重視 していることは興味

深 い。 こ れ は、 付 加 価 値 情 報 が ア ニ ュ ア ル リ ポ ー ト で デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー さ れ て い る こ と に も

よるだろうが、 「株主にも役立つ情報」 としてではなく 「株主に役立つ情報」 として付加価値

情 報 を デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー し て い る 意 識 の あ ら わ れ と 考 え る こ と が で き る。
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３． 付加価値情報ディ スク０一
ジャ ーの中止理由

か っ て 付 加 価 値 情 報 を デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー し て い な が ら も、 現 在 で は デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー を

中 止 し た と の 回 答 を 寄 せ た 企 業 は、 ア イ ル ラ ン ド、 ス ウ ェ ー デ ン お よ
び ド イ ツ の 企 業 が 各 １ 社、

イ ギ リ ス 企 業 が ６ 社、 計 ９ 社 で あ っ た （企 業 名 等 に つ い て は ［大 原、 １９９６ 年コ 参 照）。 そ の 開

示期 間は、 短い企業では２年間、 長い企業 は１２年間 （いずれ もイ ギリス企 業） であ った。

と こ ろ で、 中 止 に 至 っ た 理 由 に 関 す る 意 識 調 査 は、 記 述 式 で 回 答 を 得 る 方 法 に よ っ た が、 そ

の 回答は必ずしも明確な傾向を示すもので はなく、 「政治的理由」（イ ギリス１社） や 「アニュ

ア ル リ ポ ー ト の 利 用 者 の 関 心 が 低 下 し た」 （イ ギ リ ス ２ 社）、 あ る い は 「１９８６ 年 に・ 株 主 や 投

資 ア ナ リ ス ト が こ の ト ピ ッ ク ス に 関 心 を 示 さ な く な っ た」 （イ ギ リ ス １ 社） な ど の 回 答 が 得 ら

れ た の み で あ っ た。

４． アニ ュアルリ
ポー トにおける付加価値情報の位置 付け

次 に、 付加価値計算書
を中心とする付加価値情報 がア ニュ アルリポートの中でどのような位

置 付 け で デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー さ れ て い る の か に っ い て ま と め て み た い。

この調査 においては 「財務諸表の一部」 「非財務諸表」 および 「その他」 という選択肢を用

意 し、 そ の い ず れ に 該 当 す る も の
と し て 考 え て い る か を 質 間 し た。 こ こ で は、 そ の 回 答 と と も

に、 入手で きたアニュアルリ
ポートにおける付加価値惰報の位 置付けとの比較を通して示すこ

と に す る。

ま ず、 回 答 内 容 は 表 ２ の と お り で
あ る。

次に、 付加価 値情 報が 「財務諸表の一部」 を構成すると回答 した企 業 （アンケートによる
意

識） の う ち、 ア ニ ュ ア ル リ ポ ー ト に お い て 計 算 書 の 形 態 で 付 加 価 値 情 報
を デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー

し て い る 企 業 （ア ニ ュ ア ル リ ポ ー ト に よ る 実 態） は、 １４ 社 （７３．９％） に
な る （フ ラ ン ス 企 業 を

含 む）。 そ れ に 対 し て、 「非 財 務 諸 表」 と 回 答 し た 企 業 の デ ィ ス ク ロ
ー ジ ャ ー 形 態 は、

計 算 書 が

１ 社、 残 り の ３ 社 は グ ラ フ の み １ 社、
グ ラ フ と 叙 述 が ２ 社 で あ っ た。 こ の こ と か ら、 デ ィ ス ク

ロ ー ジ ャ ー 形 態 に お い て、 計 算 書 の 形
態 を 採 っ て い る 企 業 は そ れ を 財 務 諸 表 の 一 部 と し て と ら

え、 グ ラ フ や 叙 述 形 態 を 採 っ て い る 企 業 は 非 財 務 諸 表
と と ら え て い る こ と が わ か る３〕。 ま た、

「そ の 他」 と し て は、 ア ニ ュ ア ル リ
ポ ー ト で の 具 体 的 な 掲 載 項 目 （た と え ば Ｆｉｎａｎｃｉａ１ Ｒｅｖｉｅｗ

表 ２ 付 加 価 値 情 報 の ア ニュ ア ルリ ポ ー ト で の 位 置 付 け

選 択 肢 等 企 業 数 （社） 構 成 比 （％）

財 務 諸 表 の 一 部 １９ ４６．３

非 財 務 諸 表 ４ ９．８

そ の 他 １２ ２９．３

不 明 （未 回 答 を 含 む） ６ Ｉ４１６
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や Ｃｏｍｐａｎｙ Ｎｅｗｓ な ど） を 挙 げ て い る も の が 多 か っ た。

５． 付加価 値備報の経
営管理での利用の実施傾 向

経営管 理における付加価値情報の利用にっいて は、 付加 価値情報
をディスクロージャー して

い る と 回 答 し た ４１ 社 中・ １９ 社 （４６．３％） が 外 部 報 告 を し・ か つ 経 営 管 理 で も 利 用 し て い る と

回 答 し た。

経営管理で の付 加価値情報の利用については・ 調査対象 企業 すべてに対して別の形式で独自

の 調 査 を 行 っ た が ［大 原、 １９９５ 年 ｂ］、 こ こ で は、 付 加 価 値 情 報 を デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー し、 さ

らに経営管理で付加価 値情 報を利用 していると回答 した企業の 傾向 にっ いて分析したい。

経営管理で も付加価 値情 報を利用 していると回答 した企業の国別 の傾 向を示したのが表３で

あ る。

こ れ を 見 る 限 り、
付 加 価 値 情 報 は デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー し て い る が、 経 営 管 理 で は 利 用 し て い

な い と 回 答 し た 企 業 は、 オ ー ス ト ラ リ ア、 オ ー ス ト リ ア、 シ ン ガ ポ ー ル、 ノ ル ウ ェ ー お よ び 南

アフリカの企業であ 孔 この点 につ いて・ 先に述べた経営管理に関する別の調査 との比較 検討

を 行 え ば、 経 営 管 理 に 関 す る 予 備 調 査 に お い て、 オ ー ス ト ラ リ ア お よ び オ ー ス ト リ ア の 企 業 各

１社が経営管理で付加価値情報 を利用 していると回答を寄せたが （シンガポー ル、 ノ ルウェー

お よ び 南 ア ブ リ カ の 企 業 は い ず れ も 実 施 し て い な い）・ そ の 後 の 本 調
査 に お い て・ オ ー ス ト ラ

表 ３ 付 加 価 値 情 報 を ディ ス ク ロ ー ジ ャ ー し さ ら に 経 営 管 理 で も

利 用 す る 企 業

実 施 国
デ ィ ス ク ロ ー ジャ ー

企 業 数 （社）

経 営 管 理 で の

利 用 企 業 数 （社）

ア イ ル ラ ン ド ３ １

イ ギ リ ス ５ ３

イ タ リ ア １ １

オ ー ス ト ラ リ ア ２ Ｏ

オ ー ス ト リ ア １ Ｏ

オ ラ ン ダ ５ ３

シ ン ガ ポ ー ル １ Ｏ

ス イ ス ２ １

ド イ ツ ８ ５

ノ ル ウ ェ ー １ Ｏ

フ ラ ン ス ７ ３

ベ ル ギ ー ４ ２

南 ア フ リ カ １ ０



ア ン ケ ー ト調 査 に 基 づ く 付加 価 値 会 計 の 実 態 と 意 識 に関 す る 考 察 ３１

リアの企業 は 「企 業付加価 値」 の計算とは異なる計算式を もって付加価値と考えていること が

判 明 し、 オ ー ス ト リ ア の 企 業 に っ い て は 不 明 で あ っ た。 し た が っ て、 上 述 の 諸 国 に お い て は、

付加価値惰報の ディスクロー ジャーをするしないにかかわ らず、 経 営管理で付加価値惰報を利

用 する傾向は見られないといえ るであろう。

ところで、 経営管理のため に付 加価値情報を利用 していると 回答した企業１９社 が、 いかな

る経 営管理目的で付加価値情報を利用 しているかを記述式で回答を求めた結果、 ７ 社が生産性

を測定す る目的で付加価値情報を利用 してい ると回答した。 また、 対従業員関係目 的、 たとえ

ば賃金交 渉で 利用 すると回答した企業 （アイ ルラ ン ド１社） や従業員に対する利益分配 のため

に付加価値を利用 する と回答した企業 （イギリス １社） もあった。

ｌＶ
．
お わ り に

本稿においては、 １９９４年７月 から１９９５年２月 までの間に実施 した外国企業に対する実態調

査 の う ち、 ア ン ケ ー ト 調 査 の 回 答 の 分 析 を 中 心 に 考 察 し た。

アンケート調査のほとん どの項目を記 述式 にしたことで、 明確な傾向 を把 握す る上で十分な

結果が得られなかった点は否定できない。

し か し
、
企 業 が 付 加 価 値 情 報 を デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー す る 場 合、 そ の ほ と ん ど が ア ニ ュ ア ル リ

ポー トに よっ ており、 付
加価値情報 もまた株主に 対す る有用 な情報と して位置付 けられている

こ と は あ ら た め て 認 識 す べ き 事 項 で あ ろ う。 こ の こ と は、 制 度 と し て デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 要

請 が な い 国 に お い て は、 株 主 の 関 心 が 薄 れ る こ と に よ っ て デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー を 中 止 す る と い

う こ と に も っ な が る と い え る。

学会報 告で も指摘 したこと であるが、 任 意の会 計情報と して の域を出 ない付 加価値情 報の

デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー、
あ る い は 付 加 価 値 会 計 に 内 在 す る 間 題 は、 い か な る 利 用 者 の い か な る 意

恩決定に役立っことが期待され て付 加価値が計算され、 どのような形式 でディ スクロージャー

さ れ る べ き か に つ い て、
必 ず し も コ ン セ ン サ ス が 得 ら れ て い な い 点 に あ る。 こ の 意 味 で、 付 加

価 値会計理論のさらなる検討が急務であ ろう。

注

１） と こ ろ で、 と く に 言 及 す る ま で も な い こ と で あ ろ う が、 各 国 の 会 計 制 度 は、 各 国 の 歴 史 的 ・ 経 済

的 ・ 社 会 的 コ ン テ ク ス ト を 背 景 に 構 築 さ れ る。 し た が っ て、
複 数 の 国 々 を 対 象 に し た 考 察 に お い て は、

そ れ ら を 十 分 に 吟 味 し た 上 で 検 討 を 進 め な け れ ぱ な ら な い で あ ろ う。 付 加 価 値 会 計 に っ い て も 同 様 で

あ る。 そ の
意 味 か ら、 導 入 理 由 に せ よ、 中 止 理 由 に せ よ、 こ れ を 一 括 し て 論 じ る こ と に は い さ さ か 無

理 が生 じ る で あ ろ う が、 こ こ で は、 そ れ ら を 認 識 しつ つ も、 付 加 価 値 会 計 実 務 の 全 般 的 傾 向 を 把 握 す

る こ と を 念 頭 に 置 き、 付 加 価 値 情 報 ディ ス ク ロ ー ジ ャ ー 導 入 の 背 景 と な る 各 国 の 会 計 制 度 の 吟 味 を 行

わ な い。 こ の 点 に つ い て は、 後 日 検 討 す る 予 定 で あ る。
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２） 付 加 価 値 税 は、 フ ラ ン ス
と ドイ ッ が １９６８ 年、

オ ラ ン ダ が １９６９ 年、 ノ ル ウ ェ ー
が １９７０ 年、

ベ ル ギ ー

が １９７１ 年、 ア イ ル ラ ン ド
が １９７２ 年

、
オ ー ス ト リ ア

、
イ タ リ ア お よ び イ ギ リ ス が １９７３ 年 に そ れ ぞ れ 実

施 し て い る。 さ ら に、 や や 時 代 が 下
が っ て 南 ア フ リ カ が １９９１ 年、

シ ン ガ ポ ー ル が １９９４ 年 （Ｇｏｏｄｓ ＆

Ｓｅｒｖｉｃｅｓ Ｔａｘ と 呼 ば れ て い る）、 ス イ ス で は
１９９５ 年 に 実 施 さ れ て い る。

ま た、 付 加 価 値 税 の 実 施 に 先

立 っ て 付 加 価 値 情 報 を デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー し て い る こ と が 判 明 し て い る 企 業 は、 ス イ ス の ＳＭＨ

（１９９２ 年 か ら デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー） で あ る。

３） な お、 グ ラフ 形 態 を 採 り な が ら 「財 務 諸 表 の 一 部」 と 回 答 し た 企 業 も
２ 社 あ っ た。
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